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新   旧   対   照   表 

 

（注）アンダーラインを付した部分は、改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

 

同業者団体等からの照会に対する文書回答の 

事務処理手続等について（事務運営指針） 

 

同業者団体等からの照会に対する文書回答の 

事務処理手続等について（事務運営指針） 

  

１ 文書回答の対象となる照会の範囲 １ 文書回答の対象となる照会の範囲 

同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のうち、次の要件

の全てを満たすものであって、平成14年６月28日付課審１―14ほか８課共

同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」（事務運営指

針）によらず、本手続により一般的に回答を行うことが、多数の納税者の

国税に関する法令の適用等についての予測可能性の向上等の観点から適切

と認められるものについては、同業者団体等の求める見解への回答を文書

により行うこととする。 

同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のうち、次の要件

の全てを満たすものであって、平成14年６月28日付課審１―14ほか８課共

同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」（事務運営指

針）によらず、本手続により一般的に回答を行うことが、多数の納税者の

国税に関する法令の適用等についての予測可能性の向上等の観点から適切

と認められるものについては、同業者団体等の求める見解への回答を文書

により行うこととする。 

ただし、それぞれの趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針等により手

続が定められているものについては、当該事務運営指針等によることに留

意する。 

ただし、それぞれの趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針等により手

続が定められているものについては、当該事務運営指針等によることに留

意する。 

(注) １・２（省略） 

 

(注) １・２ （同左） 

⑴ 同業者団体等の構成事業者等が行う取引等に係る国税に関する法令

（法令の改正過程にあるものを除く。）の解釈・適用その他の税務上の

取扱いに関する照会であること 

⑴ 同業者団体等の構成事業者等が行う取引等に係る国税に関する法令の

解釈・適用その他の税務上の取扱いに関する照会であること 

(注) 同業者団体等が自ら行う取引等に係るものについては、平成14年

６月28日付課審１―14ほか８課共同「事前照会に対する文書回答の

事務処理手続等について」（事務運営指針）により処理する。 

(注) 同業者団体等が自ら行う取引等に係るものについては、平成14年

６月28日付課審１―14ほか８課共同「事前照会に対する文書回答の

事務処理手続等について」（事務運営指針）により処理する。 

⑵～⑺（省略） ⑵～⑺（同左） 

⑻ 以上のほか、照会の内容が次に掲げるような性質を有しないものであ

ること 

⑻ 以上のほか、照会の内容が次に掲げるような性質を有しないものであ

ること 

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの（当

該法令等により決定されるべき事項が未解決であるものを含む。） 

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの 

ロ～ニ （省略） ロ～ニ（同左） 

（別紙） 
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改     正     後 改     正     前 

（削除） ホ 通常の経済取引としては不合理と認められるもの 

（削除） ヘ 税の軽減を主要な目的とするもの 

ホ 一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの ト 一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの 

ヘ 上記イからホまでに掲げるもののほか、回答内容が歪曲して宣伝さ

れるおそれがあるなど、本手続による文書回答が適切でないと認め

られるもの 

チ 上記イからトまでに掲げるもののほか、本手続による文書回答が適

切でないと認められるもの 

（削除） （例示） 

 ① 回答内容が歪曲して宣伝される等、文書回答が、国税に関する法

令の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反す

る形で利用されるおそれがある場合 

 ② 照会の前提となる国税に関する法令以外の法令等により決定され

るべき事項が未解決である場合 

 ③ 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回答が困難

である場合 

  

２～６（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２～６（同左） 
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改     正     後 改     正     前 
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改     正     後 改     正     前 

 

別紙２ 

 

別紙２ 

 

［形式審査表（同業者団体等用）の記載要領］ 

 

 

［形式審査表（同業者団体等用）の記載要領］ 

１～３ （省略） １～３ （同左） 

４ 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載さ

れているかどうかを確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で

囲む。 

４ 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載さ

れているかどうかを確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で

囲む。 

⑴～⑹（省略） ⑴～⑹（同左） 

⑺ 「13」欄……次のような性質を有するものでないこと。 ⑺ 「13」欄……次のような性質を有するものでないこと。 

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの（当

該法令等により決定されるべき事項が未解決であるものを含む。） 

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの 

ロ・ハ （省略） ロ・ハ （同左） 

（削除） ニ 通常の経済取引としては不合理と認められるもの 

（削除） ホ 税の軽減を主要な目的とするもの 

ニ 一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの ヘ 一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの 

ホ 上記のほか、回答内容が歪曲して宣伝されるおそれがあるなど、本手

続による回答が適切でないと認められるもの 

（削除） 

ト 上記のほか、本手続による回答が適切でないと認められるもの 

 

（例示） 

 ① 文書回答が、税法の適用等についての予測可能性を与えるという

本来の目的に反する形で利用されるおそれがある場合 

 ② 他の法令等により決定されるべき前提となる事項が未解決である

場合 

 ③ 法令の改正過程にある問題であり、現状における回答が困難であ

る場合 

５・６ （省略） 

 

５・６ （同左） 

 


